
Ⅱ　現行「三重県企業庁経営計画」について

第１章 策定の趣旨

１ 目的

人口減少に伴う給水量の減少とともに、事業開始から長期間を経過し施設の更新需要の増大

が見込まれる中、東日本大震災の経験を踏まえた震災対策の充実が求められるなど、事業運営

に影響を及ぼす様々な環境変化にも的確に対応しながら、将来にわたって県民のくらしの安全

・安心や経済・産業の発展に貢献していくため、今後の経営の方向性や道筋を示すものとして

「三重県企業庁経営計画」を策定する。

２ 計画の位置づけ

三重県の中期の戦略計画である「みえ元気プラン」を着実に推進していくための三重県企業

庁としての実行計画として位置づけるとともに、総務省及び厚生労働省から策定を要請されて

いる「経営戦略」、「水道事業ビジョン」としても位置づける。

３ 計画期間

今後３０年から４０年程度先までの事業環境を見通したうえで、平成２９年度から令和８年

度までの１０年間の計画とする。

第２章 経営の基本

１ 経営理念（存在意義）

公共性と経済性を両立させたうえで、県民の日常生活や経済活動に欠くことのできない広域

的なサービスを将来にわたり提供することで、県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の

発展に貢献

２ ビジョン（将来の状態）

時代の要請に的確に応え、生活や産業の基盤として質の高いサービスを提供し、県民から信

頼される公営企業

３ ミッション（使命・担うべき役割）

・「安全」で「安心」できるサービスを提供

・「強靱」な体制で「持続」してサービスを提供

４ 経営にあたっての行動基軸

・安全・安心

・信頼とパートナーシップの構築

・コンプライアンスの推進

・健全な経営

・絶え間ない検証・改善

・環境保全と社会貢献

【資料２】

１「三重県企業庁経営計画（令和４年３月改定）」の概要
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２ 水道用水供給事業 

（１）経営目標 

「三重県企業庁経営計画」では、事業を取り巻く環境変化を的確にとらえ、将来にわ

たって県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献していくよう、次の経

営目標を設定し、取組を推進していくこととしています。 

 

ア 安全でおいしい水の供給 

年間を通して水質基準に適合した水道水を供給するため、水源から分水（市町受水

地点）までの一貫した水質管理を徹底するとともに、安全性やにおいなどに関する県

民のニーズもふまえた安全でおいしい水の供給をめざします。 

 

イ 強靱な水道の構築 

南海トラフ地震など大規模地震が発生した場合にも被災を最小限にとどめることが

できるよう、主要施設等の耐震化を進めるとともに、水道用水を安定して供給できる

状態を維持するため、経年劣化した設備の更新などの老朽化対策に加え、風水害対策

に取り組み、強靱な水道の構築をめざします。 

 

ウ 健全な事業運営の持続 

水道用水は県民生活にとって必要不可欠なものであることから、社会環境等の変化

に柔軟に対応し、健全かつ安定した事業運営の持続をめざします。 

（２）経営目標達成に向けた取組 

 

ア 安全でおいしい水の供給 

精度の高い水質検査を行うとともに、その結果を浄水処理工程にフィードバックす

ることで適切な薬品注入量を決定するなど、きめ細かな浄水処理を実施し、水質基準

を遵守します。 

なお、健康等に影響を及ぼす可能性が指摘されているＰＦＯＳ・ＰＦＯＡについて

は、令和８年度から水質基準に位置付けられました。当庁では令和２年度より検査を

実施してきており、引き続き、安全性の確保のため検査に取り組みます。 

さらに、県民の水道に対するニーズに対応し、「安全性」、「味やにおい」の観点

から総トリハロメタン、カビ臭物質及び臭気強度について、国が定める水道水質基準

等より高いレベルの管理目標値を設定し、水質管理を強化します。 

イ 強靱な水道の構築 

（ア）耐震化 

ａ 応急復旧期間の目標 

平成２７年６月に国から公表された｢水道の耐震化計画等策定指針｣に基づき、受

水市町の応急復旧作業に必要な用水を供給するため、被災後の応急復旧期間の目標

を｢５日以内｣としています。 
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ｂ 主要施設 

浄水場の浄水処理施設については、耐震診断の結果、高野浄水場（津市）の６施

設の耐震化が必要となっています。このため、令和２年度から同施設の耐震化を実

施しており、全５浄水場の４９施設すべての耐震化を令和７年度で完了しています。 

災害発生時に応急給水活動の拠点となる調整池などの耐震化を進めることとして

おり、調整池については、令和８年度までに全１４池のうち１２池の耐震化を図る

ことを目標としています。 
 

耐震補強工事を実施した高野浄水場（津市） 急速ろ過池流入渠 底版増し厚の施工状況 

 

ｃ 管路 

管路については、総延長約４３０ｋｍのうち、耐震適合性のない管路約１６０ｋｍ

を耐震化の対象とし、特に液状化が想定される地域に埋設されている被害率の高い管

路など約２３．９ｋｍと布設後４０年以上を経過した管路約１０．２ｋｍをあわせ

た約３４．１ｋｍを令和８年度までに耐震化を図ることを目標としています。 

 

 
送水管布設替工事の施工状況（多気町） 
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（イ）老朽化対策 

ａ 施設の長寿命化 

将来にわたり水道施設の機能を維持していくには、的確に維持管理・更新を行い、

中長期的なトータルコストを縮減していく必要があります。 

このため、適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性をふまえつつ、損傷

が軽微である早期段階で予防的な修繕を実施していく「予防保全型維持管理」を推

進し、施設の長寿命化を図っています。 

 

搬出中の高野浄水場送水ポンプ設備（津市） 

 

 

ｂ 電気・機械設備 

更新時期を迎える電気・機械設備については、平成２９年度から令和８年度まで

の１０年間で１５７設備の更新を目標としており、定期的な点検を通して劣化・損

傷の程度を把握し、個々の設備の耐用年数、劣化状況等を総合的に判断して更新す

ることとしています。 
 

更新中の高野浄水場受変電設備（津市） 
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（ウ）風水害対策

浸水対策及び土砂災害対策については、対応が必要な９施設（工業用水道との共

有施設１施設を含む）の対策を進めています。 

長時間停電対策については、災害時において非常用発電設備を７２時間程度運転

できる燃料を貯留することとし、非常用発電設備の更新に合わせて対応することと

しています。 

浸水対策工事を実施する高野浄水場取水沈砂池（津市） 

（エ）拡張事業（未整備分）

北中勢水道用水供給事業（北勢系長良川水系・中勢系長良川水系）は、受水市町

からの要請を受け、県（環境生活部）が策定した「北部広域圏広域的水道整備計画」

（平成２０年３月改定）に基づき、当庁が実施しています。 

当該計画上、未整備となっている取水・導水施設の整備については、令和９年度

の供用開始に向けて取り組んでいます。 

ウ 健全な事業運営の持続

社会環境等の変化に柔軟に対応し、健全かつ安定した事業運営を持続していくた

め、 アセットマネジメント手法による中長期的な視点を持った資産管理を実践す

るとともに、施設規模の適正化、広域連携などについて検討していきます。
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３ 工業用水道事業 

（１）経営目標

「三重県企業庁経営計画」では、事業を取り巻く環境変化を的確にとらえ、将来にわ

たって県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献していくよう、次の経

営目標を設定し、取組を推進していくこととしています。 

ア 強靱な工業用水道の構築

南海トラフ地震など大規模地震が発生した場合にも被災を最小限にとどめることが

できるよう、主要施設等の耐震化を進めるとともに、工業用水を安定して供給できる

状態を維持するため、経年劣化した施設の更新などの老朽化対策に加え、風水害対策

に取り組み、強靱な工業用水道の構築をめざします。 

イ 健全な事業運営の持続

工業用水は産業活動にとって基礎的な要素であり、地域産業の振興、地域経済活性

化のために必要不可欠なものであることから、社会環境等の変化に柔軟に対応し、将

来にわたり健全かつ安定した事業運営の持続をめざします。 

（２）経営目標達成に向けた取組

ア 強靱な工業用水道の構築

（ア）耐震化

ａ 応急復旧期間の目標 

大規模地震による被災後の工場の操業については、水道、道路等の社会基盤が復

旧してから開始されると考えられることなどから、被災後の応急復旧期間の目標を

｢６週間以内｣としています。 

ｂ 主要施設 

浄水場の浄水・排水処理施設や配水池等の主要施設４９施設のうち、令和８年度

までに４７施設の耐震化を図ることを目標としています。 

耐震化が完了した伊坂浄水場（四日市市） 
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不断水制水弁 不断水制水弁 

既設管 既設管 

（イ）老朽化対策 

ａ 施設の長寿命化 

将来にわたり工業用水道施設の機能を維持していくためには、的確に維持管理・

更新を行い、中長期的なトータルコストを縮減していく必要があります。 

このため、適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性をふまえつつ、損傷

が軽微である早期段階で予防的な修繕を実施していく「予防保全型維持管理」を推

進し、施設の長寿命化を図っています。 
 

分解点検中の山村ポンプ所 取水ポンプ設備（四日市市） 

 

ｂ 管路 

管路総延長約３５０ｋｍのうち、老朽化した管路の中でも特に重要度の高い主要

幹線などを優先して、平成２９年度から令和８年度までの１０年間で約２２．１ｋ

ｍの管路の更新および６９基の制水弁の取替えを目標としています。 
 

 

配水管布設替工事の施工状況 

（鈴鹿市） 

不断水工法による制水弁取替工事の施工状況 

（桑名市） 
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ｃ 電気・機械設備 

更新時期を迎える電気・機械設備については、平成２９年度から令和８年度まで

の １０年間で１２９設備の更新を目標としており、定期的な点検を通して劣化・損

傷の程度を把握し、個々の設備の耐用年数、劣化状況等を総合的に判断して更新す

ることとしています。 
 

更新が完了した山村ポンプ所 電気設備（四日市市） 

（ウ）風水害対策 

浸水対策については、対策が必要な７施設（水道との共有施設１施設を含む）の

うち、５施設の対策を進めています。 

長時間停電対策については、災害時において非常用発電設備を７２時間程度運転

できる燃料を貯留することとし、非常用発電設備の更新に合わせて対応することと

しています。 
 

防水扉設置が完了した長太加圧ポンプ所（鈴鹿市） 

 

イ 健全な事業運営の持続 

社会環境等の変化に柔軟に対応し、将来にわたり健全かつ安定した事業運営を持続

していくため、工業用水の需要拡大に繋がる取組を行いつつ、的確な水需要予測やア

セットマネジメント手法による中長期的な視点を持った資産管理を実践するとともに、

施設規模の適正化などについて検討していきます。 
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４ 各事業共通の取組 

（１）デジタル技術の活用 

経営基盤のさらなる強化に向けて、デジタル技術の活用・拡大による業務改善等の推進

に取り組みます。 

 

ア 水道施設の点検におけるドローン活用 

ドローンの活用により、従来の歩廊等からの目

視点検では不可視であった箇所の点検が可能とな

り、異常の早期発見や修繕計画の効率的な立案等

が期待できるため、今後は、水管橋をはじめとす

る水道及び工業用水道施設の点検に活用していき

ます。 

 

 

 

イ 自動検針（スマートメーター）の試行導入 

工業用水道事業へのスマートメーターの導入により、ユーザーへの給水状況を遠隔で把

握できるようになるため、毎月職員が現地に出向き行っていた検針業務の効率化が図れる

とともに、従来の計量装置に比べて機能が簡素化されることで費用の削減も期待できます。 

今後は、実証実験を継続し、検証を進めていきます。 

 

ウ ポンプ・電気設備の点検における遠隔監視の活用 

ポンプ・電気設備を遠隔から常時監視できるＩｏＴセン

サの導入による業務効率化やＡＩを活用した技術力・経験

を補完する技術について、有効性や導入可否を検証するた

めの実証実験を進めています。 

今後は、故障の早期発見や現場での設備点検周期 

の最適化について検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IoTセンサによる監視イメージ 

揖斐川水管橋（桑名市） 
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（２）官民連携 

効率的な事業運営を図るため、北勢水道事務所管内の２浄水場（播磨・水沢浄水場）

については、工業用水道事業の３浄水場とあわせて、北勢水道事務所から遠方監視制御

で運転を行い、中勢水道事務所管内については、中勢水道事務所（高野浄水場）から大

里浄水場と管内の工業用水道を遠方監視制御で運転を行っています。 

また、平成１５年度から北勢水道事務所管内の２浄水場、平成１８年度から南勢水道

事務所管内の多気浄水場、平成２４年度から中勢水道事務所管内の２浄水場と、順次、

全５浄水場の運転管理業務の民間委託を進めてきました。（表１） 

平成２９年度からは、他の県営事業者における浄水場の技術管理業務委託の状況も参

考とし、契約期間の長期化に伴うトータルコストの縮減、業務の安定性の向上、入札・

契約事務の効率化が期待できることから、委託契約期間を３年間から５年間に見直して

います。 

なお、水道用水供給事業においては、水道に課せられた重い事業者責任を果たすとと

もに、緊急時には浄水場での当庁職員による迅速な判断・対応が求められることから、

工業用水道事業に導入した「包括的な民間委託」は導入せず、従来どおり運転管理等の

業務を個別に民間委託する方針を平成26年度に決定しており、全５浄水場における日常

の維持管理・緊急時対応は当庁職員が行っています。 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R４ R5 R6 R7 R8 R9

① 播　磨　浄　水　場

② 水　沢　浄　水　場

③ 多　気　浄　水　場

④ 高　野　浄　水　場

⑤ 大　里　浄　水　場

①②：北中勢水道（北勢系）、③：南勢志摩水道、④⑤北中勢水道（中勢系）

▲

委託期間を５年に拡大

　　　　　　　　　　　　　　　年度
浄水場名

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託 民間委託

直営 民間委託 民間委託 民間委託 民間委託

民間委託

民間委託

直営

直営 民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

　　　　　　　　　　　　　　　年度
主な業務

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R４ R5 R6 R7 R8 R9

運転管理
（沢地・伊坂・山村浄水場）

日常の維持管理・緊急時対応

機械設備保守点検

電気・計装設備保守点検

除草等環境整備

包括的な
民間委託

個別委託（※）

包括的な
民間委託

▲

委託期間を５年に拡大

包括的な
民間委託

包括的な
民間委託

包括的な
民間委託

▲ ▲

包括的な民間
委託の導入

導入効果を検証し
委託範囲を見直し

包括的な民間委託

個別委託

※　運転管理以外の個別委託の契約期間は、単年、複数年があります。

個別委託

直営

個別委託（※）

個別委託（※）

個別委託（※）

(表１)水道用水供給事業における５浄水場の運転管理業務の民間委託の推移 

(表２)北伊勢工業用水道事業の３浄水場における技術管理業務の民間委託の推移 
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（３）人材マネジメント

組織力の向上を図り、安全で安心な水供給サービスを持続可能にするため、人材確保

や人材育成など中長期的な視点で人事施策を総合的に実施する人材マネジメントの取組

を推進します。 

多くの技術職員を必要とする当庁においては、人材の確保は喫緊の課題であることか

ら、安定的に新規採用職員を確保できるよう、企業庁の仕事内容や魅力を積極的にＰＲ

していきます。 

また、高年齢層の職員が退職時期を迎える中、若手職員への技術継承や早期育成も課

題となっています。ジョブローテーションによる技術力の習得を基本としつつ、若手職

員等の自律的な学びを促進し、意欲や能力を最大限に発揮できるよう、人材育成の取組

を進めていきます。 

（４）危機管理

南海トラフ地震や近年頻発する自然災害、漏水事故など想定される危機への事前対策

として、施設の耐震化や風水害対策、応急復旧用資機材の確保等に取り組むとともに、

危機発生時に迅速かつ的確に対応できるよう、実践的な研修・訓練を行っていきます。 

また、大規模災害が発生した場合においても早期復旧が可能となるよう、市町やユー

ザー、民間事業者などと連携した訓練を実施するとともに、相互応援協定等を締結する

府県市と平時から応援体制や備蓄資機材等に関する情報共有を行っていきます。 

企業庁電気職員採用動画

（企業庁 Instagram より） 

企業庁紹介パンフレット 

大規模災害発生時の対応訓練 受水市町と連携した応急給水訓練 
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（５）地域貢献 

県民の皆様に、企業庁の役割や事業内容、水の大切さを知っていただくため、播磨浄

水場など企業庁が管理する５箇所の浄水場で施設見学の受入れを行っていきます。施設

見学では、浄水場内の見学に加えて、水をきれいにする模擬実験などを行います。 

また、企業庁の安全・安心な水の安定供給に関する取組を知っていただく機会を提供

するため、受水市町や工水ユーザーと協働して、広報活動を行っていきます。 
 

浄水場見学の様子 水をろ過してきれいにする模擬実験 
 

 

 

市役所におけるポスター掲示  

 

 

 

市広報における企業庁ＰＲ 
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成果指標による進捗管理 

【 成果指標 】水道用水供給事業 【 成果指標 】工業用水道事業 

【 活動指標 】各事業共通の展開（各事業の展開を支える取組） 

【成果指標の説明】 
・水質基準適合率 

水道法の水質基準に関する全検査数のうち、適合している割合 

・総トリハロメタンの管理目標値達成度 
水道水の安全性に関する指標のうち、総トリハロメタン（水質基準値 0.1mg/L 以下）につい
て、浄水及び分水の毎月の検査結果が独自に定めた管理目標値である「0.05mg/L 以下」を

達成した割合 

・カビ臭物質の管理目標値達成度 
水道水のにおいに関する指標のうち、カビ臭物質（ジェオスミン及び 2-MIB の２項目、共に
水質基準値 0.00001mg/L 以下）について、浄水及び分水の毎月の検査結果が独自に定めた管
理目標値である「0.000008mg/L 以下」を達成した割合 

・臭気強度の管理目標値達成度 
水道水のにおいに関する指標のうち、臭気強度（国の水質管理目標値３以下）について、浄

水及び分水の毎月の検査結果が独自に定めた管理目標値である「２以下」を達成した割合 

・浄水場浄水処理施設の耐震化率 
浄水場における浄水処理施設（４９施設）のうち耐震化する施設数の割合 

・調整池の耐震化率 ※経営計画改定に伴い新規設定

調整池（14施設）のうち耐震化する施設数の割合 

・管路の耐震適合率 
管路総延長（約４３０ｋｍ）のうち耐震適合性のある管路延長の割合 

・設備の更新率 
計画期間（平成２９年度～令和８年度）に更新する設備数の割合 
更新対象設備は１５７設備 

・給水障害発生件数 
当庁に起因する事故により、住民（受水市町のうち用水供給から給水を受けている住民）へ
の給水支障が生じた件数 
なお、水質事故や漏水等が発生した場合においても、住民に支障が無い場合は給水障害とし
ない。 

・給水原価 
有収水量１㎥を作るために要する費用 
｛経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋長期前受金戻入)｝÷有収水量 

・経常収支比率 
給水収益や繰入金等の収益で、維持管理費等の経常経費をどの程度賄えているかを示す指標 
経常収益÷経常費用×１００ 

【成果指標の説明】 
・主要施設の耐震化率 ※経営計画改定に伴い新規設定 
浄水場の浄水・配水処理施設や配水池等（４９施設）のうち耐震化する施設数の

割合 
・浄水場の耐震化率 

浄水場における浄水処理施設（２５施設）のうち耐震化する施設数の割合 
・制水弁の更新率 

計画期間（平成２９年度～令和８年度）に更新する制水弁数の割合 
更新対象数は６９基 

・管路の耐震適合率 
管路総延長（約３５０ｋｍ）のうち耐震適合性のある管路延長の割合 

・設備の更新率 
計画期間（平成２９年度～令和８年度）に更新する設備数の割合 
更新対象設備は１２９設備 

・給水障害発生件数 
企業庁に起因する事故により、ユーザーへの給水支障が生じた件数 
なお、漏水等が発生した場合においても、ユーザーに実害が無い場合は給水障害としない。 

・給水原価 
有収水量１㎥を作るために要する費用 
｛経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋長期前受金戻入)｝÷有収水量 

・年間給水量 
１日あたりの基本水量から休止水量を減じて得た水量を１年間分積み上げた水量 

・経常収支比率 
給水収益や繰入金等の収益で、維持管理費等の経常経費をどの程度賄えているかを示す指標 
経常収益÷経常費用×１００ 

【活動指標の説明】 
・企業庁専門研修開催時間数 

企業庁専門研修を開催した時間数 

・危機管理マニュアル等に基づく訓練の回数 
各事業所において、危機管理マニュアル等に基づく危機対応への研修・訓練の年間

回数 
令和３年度以降はＲＤＦ焼却・発電事業の終了に伴い減少 

・資金運用状況 
年間平均運用金利÷年間平均普通預金金利 

・イベントを通じた情報発信対象人数 ※経営計画改定に伴い、令和４年度以降は廃止 
浄水場公開などのイベントを通じて、直接県民へ情報発信した対象人数 

・施設見学受入れ件数 
浄水場及び発電所において施設見学を受け入れた年間の件数（団体数） 

・コピー用紙使用量 
平成２７年度の使用量（過去５か年の最小値）を基準とした削減率

経営目標 活動指標 
年度（上段：目標値 下段：実績値）※令和７年度は実績見込み 

H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

経営基盤の強化 

企業庁研修開催時間数（時間） 65 
毎年度 65 以上 

 111 96 91 58 77 76 102.5 86.5 75.5 

危機管理マニュアル等に 

基づく訓練の回数（回） 
76 

毎年度 80 以上 毎年度 70 以上 

85 107 109 78 79 71 85 87 87 

資金運用状況（％） 900 
毎年度 100 以上 

1,185 1,197 1,006 500 200 244 271 117 154 

地域社会との 

信頼構築 

施設見学受入れ件数（件） 122 
毎年度 130 以上 毎年度 120 以上 

127 114 124 0 0 0 63 70 79 

コピー用紙使用量（％） △1.3
毎年度△3 毎年度△5 

△3.7 3.9 △0.6 △2.3 △2.3 △9.6 △10.2 △10.5 △13.8

 

経営目標 成果指標 
年度（上段：目標値 下段：実績値）※令和７年度は実績見込み 

H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

安 全 で お

い し い 水

の供給 

水質基準適合率（％） 100 
毎年度 100 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

総トリハロメタンの 

管理目標値達成度（％） 
100 

毎年度 100 

99.0 100 100 100 100 100 100 100 100 

カビ臭物質の管理目標値

達成度（％）
100 

毎年度 100 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

臭気強度の管理目標値達成

度（％） 
100 

毎年度 100 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

強 靱 な 水

道の構築 

浄水場浄水処理施設の耐震

化率（％） 
10.2 

10.2 10.2 87.8 87.8 91.8 91.8 95.9 95.9 100 100 

87.8 87.8 87.8 87.8 91.8 91.8 95.9 95.9 100 

調整池の耐震化率（％） - 
- - - - - 71.4 71.4 71.4 71.4 85.7 

- - - - 64.3 71.4 71.4 92.9 92.9 

管路の耐震適合率（％） 62.1 
62.8 63.2 63.9 65.1 66.1 67.0 67.7 68.4 69.1 70.0 

62.8 63.4 64.3 65.3 65.8 67.1 67.9 68.5 69.5 

設備の更新率（％） - 
10.2 17.8 28.7 40.8 49.0 61.1 73.2 85.4 93.0 100 

10.2 20.4 30.6 40.8 51.6 60.5 73.2 85.4 94.3 

給水障害発生件数（件） 0 
毎年度 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

健 全 な 事

業 運 営 の

持続 

給水原価（円／㎥） 107.7 
112.3 112.7 112.5 110.9 110.5 111.6 112.5 113.4 114.5 115.0 

104.3 105.8 105.5 102.9 102.4 106.6 105.6 112.5 109.4 

経常収支比率（％） 103.9 
毎年度 100 以上 

104.7 103.9 101.9 104.2 104.4 100.8 99.9 97.4 96.6 

経営目標 成果指標 
年度（上段：目標値 下段：実績値）※令和７年度は実績見込み 

H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

強靱な工業用水道の構

築 

主要施設の耐震化率（％） - 
- - - - - 83.7 85.7 87.8 93.9 95.9 

- - - - 83.7 83.7 87.8 87.8 93.9 

浄水場の耐震化率（％） 28.0 
28.0 28.0 28.0 48.0 48.0 100 100 100 100 100 

28.0 28.0 48.0 68.0 100 100 - - - - 

制水弁の更新率（％） - 
4.3 18.8 23.2 36.2 46.4 59.4 65.2 75.4 85.5 100 

7.2 29.0 37.7 47.8 47.8 60.9 68.1 76.8 85.5 

管路の耐震適合率（％） 60.6 
60.7 60.9 61.5 61.8 63.3 64.3 64.7 65.2 65.9 66.9 

60.7 61.0 61.6 62.5 63.4 64.3 64.6 65.3 65.9 

設備の更新率（％） - 
9.3 14.7 21.7 34.9 42.6 54.3 58.9 74.4 88.4 100 

10.1 15.5 24.8 36.4 43.4 55.8 67.4 78.3 89.1 

給水障害発生件数（件） 1 
毎年度 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

健全な事業運営の持続 

給水原価（円／㎥） 29.1 
33.1 33.3 33.3 33.2 35.2 35.2 35.1 35.2 35.3 35.4 

29.7 29.7 31.0 32.4 33.5 34.1 35.4 37.1 37.8 

年間給水量（百万㎥） 207 
203 203 210 213 213 213 213 213 213 213 

209 213 217 215 215 213 212 209 209 

経常収支比率（％） 111.7 
毎年度 100 以上 

107.9 109.5 106.5 106.3 107.2 101.6 101.2 94.9 92.4 
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